
別紙（10－3）

番号

11,191,725 9,643,403
ほか復興庁一括計上分871,553 

＜1,865,345＞ ＜261,788,438＞

9,308,695

ほか復興庁一括計上分 0 

ほか復興庁一括計上分＜△1,369,412＞

ほか復興庁一括計上分1,082,006 

ほか復興庁一括計上分＜13,341,800＞

＜205,193,255＞

9,378,145

424,940

予
算
の
状
況

補 正 予 算 （ 千 円 ）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計 （ 千 円 ）

執行額（千円）

0

ほか復興庁一括計上分＜3,299,430＞

△ 6,513 △ 153,059,567

3

12,000,006 9,791,249

＜1,997,709＞ ＜318,896,897＞

△ 3,996,884 594,467

＜0＞ ＜389,092,598＞

0

地域の教育力の向上

政策評価結果の概算要求
への反映状況

【評価結果を踏まえた施策への反映方針】
達成目標（１）
・平成24年度には概ね目標が達成され、事業が終了した。平成22年度から24年度までの3か年に実施した事業の成果について、広く周知を行ってい
く。
　なお、社会教育を活性化し、地域コミュニティの再生を通じた地域活性化を図るために、平成25年度から新規事業として「公民館等を中心とした
社会教育活性化支援プログラム」を実施。
達成目標（２）
・中央教育審議会生涯学習分科会においてその方向性が示された「社会教育行政の再構築」に向け、その中核的役割を担う社会教育主事など、地方
自治体の社会教育に関わる専門職員等の更なる資質向上を図るため、引き続き本事業による講習、講座等を着実に実施していく。
達成目標（３）
・学校と地域が組織的に連携・協働する体制の構築が着実に進捗している。しかしながら、「第2期教育振興基本計画」に明記されているように、全
ての学校区において、学校と地域が連携・協働する体制構築を目指す必要がある。そのための必要な予算を要求するとともに、引き続き、先進事例
等の情報提供や共有を図ることで、各地域の実情に応じた取組を推進していく。
　なお、「土曜授業に関する検討チーム中間まとめ（平成25年6月）」が出されたことを踏まえ、これまで以上に土曜日の教育環境を豊かなものにす
る必要があることから、施策を検討する必要がある。

＜154,901,705＞

＜207,037,433＞

6,182,508

実績

26年度概算要求額

5,203,113

政策評価調書（個別票１）

【政策ごとの予算額等】

24年度22年度

政策名

25年度23年度

評価方式

当 初 予 算 （ 千 円 ）

15,996,890

＜2,004,222＞

9,622,082

＜82,863,866＞

△ 425,300

281,691

＜△3,390＞

ほか復興庁一括計上分 0 

＜0＞
ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜23,704,116＞

8,671,514

ほか復興庁一括計上分1,082,006 

＜1,847,568＞

ほか復興庁一括計上分＜14,711,212＞

＜1,804,295＞

ほか復興庁一括計上分 1,197,523 

ほか復興庁一括計上分＜29,319,891＞

ほか復興庁一括計上分1,197,327 

＜1,856,242＞
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 文部科学本省

● 2
東日本大震
災復興特別

復興庁

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 一般 文部科学本省所轄機関 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2
東日本大震
災復興特別

復興庁 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

＜31,176,133＞ の内数 ＜25,508,411＞ の内数

の内数 の内数

合計
6,400,440 7,380,031

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計 ＜31,176,133＞ の内数 ＜25,508,411＞ の内数

教育・科学技術等復興事業費 公立文教施設整備に必要な経費 29,319,891 23,704,116

の内数 の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

国立教育政策研究所 教育政策の基礎的な調査研究に必要な経費 1,856,242 1,804,295

小計

の内数 の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
6,400,440 7,380,031

地域の教育力の向上に必要な経費 1,197,327 1,197,523

項 事項
25年度

当初予算額
26年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

生涯学習振興費 地域の教育力の向上に必要な経費 5,203,113 6,182,508

教育・科学技術等復興政策費

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

政策名 地域の教育力の向上 3

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 3
（千円）

25年度
当初
予算額

26年度
概算要求額

増減

合計

政策評価調書（個別票3）

政策名 地域の教育力の向上

事務事業名 整理番号

予算額

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額) 政策評価結果の概算要求への反映内容


